
      

平成 13 年 12 月期   個別中間財務諸表の概要       平成 13 年 8 月 7 日 
 
上 場 会 社 名        株式会社シーエーシ－                   上場取引所 東 
コ ー ド 番 号         4725                                        本社所在都道府県  
問 合 せ 先        責任者役職名 常務取締役          東京都 
        氏    名 神谷 敏           ＴＥＬ(03)3263－7241 
決算取締役会開催日 平成 13 年 8 月 7 日              中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成 13 年 9 月 3 日 
 
１． 13 年 6 月中間期の業績（平成 13 年 1 月 1 日～平成 13 年 6 月 30 日） 
(1)経営成績                    （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 
 売 上 高      営業利益  経常利益  

     百万円   ％     百万円   ％      百万円    ％ 
  16,010 (  30.8)     1,591  ( 113.7)     1,609  (  98.1) 

 
13 年  6 月中間期 
12 年  6 月中間期     12,238  (  17.0)        744 (  37.3)        812 (  58.1) 
12 年 12 月期     25,932     2,029     2,021  

 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

     百万円   ％      円  銭  
      231 (△46.9)           21   55 

 
13 年  6 月中間期 
12 年  6 月中間期       436 (  54.1)           46    73 
12 年 12 月期        1,072        108 93 

 (注) ① 期中平均株式数  13 年 6 月中間期    10,765,629 株     12 年 6 月中間期   9,345,471 株 
 12 年 12 月期       9,846,238 株 

     ② 会計処理の方法の変更  無 
   ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
    
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

   円  銭    円  銭 
   7 50              

 
13 年  6 月中間期 
12 年  6 月中間期    6 00              
12 年 12 月期                   18 00 

(注) 12 年 12 月期年間配当金の内訳：普通配当 12 円 00 銭、記念配当 6円 00 銭 
 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

百万円 百万円 ％ 円  銭 
17,945 11,872     66.2      1,101   81 

 
13 年  6 月中間期 
12 年  6 月中間期 13,335  8,499         63.7       843    60 
12 年 12 月期   16,795 11,768     70.1      1,093   61 

(注) 期末発行済株式数  13 年 6 月中間期    10,775,100 株      12 年 6 月中間期    10,075,000 株 
                        12 年 12 月期       10,760,800 株 
 
２．13 年 12 月期の業績予想（平成 13 年 1 月 1 日～平成 13 年 12 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
期末  

百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭  
通 期 32,260  3,120  500   7  50 15  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）  46 円 40 銭 
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１０．個別中間財務諸表等 

（1）中間貸借対照表                                   （単位：千円） 

当中間期末 
(平成13年6月30日現在) 

前中間期末 
（平成12年6月30日現在） 

前期末 
（平成12年12月31日現在） 

        期  別 
 
 

科  目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部）  ％  ％  ％ 

  流動資産       

現金及び預金 2,476,740  2,036,869  3,312,444  

受取手形 32,765  8,477  37,758  

売掛金 5,435,554  3,874,314  3,973,157  

有価証券 1,360,551  792,551  1,862,894  

たな卸資産 797,653  398,250  956,398  

繰延税金資産 89,481  40,697  91,038  

その他 320,498  307,305  274,164  

貸倒引当金 △ 15,990  △ 14,470  △ 26,951  

流動資産合計 10,497,254 58.5 7,443,996 55.8 10,480,905 62.4 

       

固定資産       

有形固定資産 664,704 3.7 581,694 4.4 601,015 3.6 

無形固定資産 468,853 2.6 491,454 3.7 504,009 3.0 

投資その他の資産       

投資有価証券 1,613,182  848,172  917,357  

関係会社株式 1,847,811  1,749,811  1,847,811  

長期差入保証金 1,432,777  1,374,613  1,397,412  

繰延税金資産 390,272  －  27,811  

その他 1,035,685  845,601  1,019,306  

貸倒引当金 △ 5,160  △ 30  △ 49  

投資その他の資産合計 6,314,569 35.2 4,818,169 36.1 5,209,651 31.0 

固定資産合計 7,448,128 41.5 5,891,318 44.2 6,314,675 37.6 

資産合計 17,945,383 100.0 13,335,315 100.0 16,795,580 100.0 
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                                             （単位：千円） 

当中間期末 
(平成13年6月30日現在) 

前中間期末 
（平成12年6月30日現在） 

前期末 
（平成12年12月31日現在） 

        期  別 
 
 

科  目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（負債の部）  ％  ％  ％ 

  流動負債       

買掛金 1,861,445  1,492,076  2,002,703  

短期借入金 －  951,189  1,189  

未払法人税等 642,366  394,056  710,960  

前受金 531,597  86,012  143,364  

賞与引当金 270,000  216,224  229,000  

その他 979,270  692,356  814,538  

流動負債合計 4,284,679 23.9 3,831,915 28.8 3,901,756 23.2 

       

固定負債       

長期借入金 －  10,157  9,562  

繰延税金負債 －  54,507  －  

退職給与引当金 －  504,515  534,065  

退職給付引当金 1,491,027  －  －  

役員退職慰労引当金 217,020  355,701  502,875  

その他 80,551  79,228  79,228  

固定負債合計 1,788,599 9.9 1,004,110 7.5 1,125,731 6.7 

負債合計 6,073,279 33.8 4,836,025 36.3 5,027,487 29.9 

       

（資本の部）       

資本金 3,377,065 18.8 2,025,634 15.2 3,372,660 20.1 

資本準備金 3,628,483 20.2 2,277,653 17.1 3,624,079 21.6 

利益準備金 71,077 0.4 49,719 0.3 55,764 0.3 

その他の剰余金       

任意積立金 3,875,134  3,176,232  3,176,232  

中間(当期)未処分利益 904,006  970,050  1,539,356  

その他の剰余金合計 4,779,140 26.7 4,146,282 31.1 4,715,588 28.1 

その他有価証券評価差額金 16,336 0.1 － － － － 

資本合計 11,872,103 66.2 8,499,289 63.7 11,768,093 70.1 

負債・資本合計 17,945,383 100.0 13,335,315 100.0 16,795,580 100.0 
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（2）中間損益計算書                                   （単位：千円） 

当中間期 
自 平成13年 1月１日 
至 平成13年 6月30日 

前中間期 
 自 平成12年 1月１日 
至 平成12年 6月30日 

前期 
自  平成12年１月１日 
至  平成12年12月31日 

                期  別 
 
 

科  目 
金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  ％  ％  ％ 

売上高 16,010,983 100.0 12,238,671 100.0 25,932,271 100.0 

売上原価 12,654,263 79.0 9,970,739 81.5 20,757,903 80.0 

売上総利益 3,356,719 21.0 2,267,931 18.5 5,174,367 20.0 

販売費及び一般管理費 1,765,065 11.1 1,523,044 12.4 3,145,122 12.2 

営業利益 1,591,654 9.9 744,887 6.1 2,029,244 7.8 

営業外収益 48,551 0.4 93,891 0.7 111,276 0.4 

営業外費用 30,508 0.2 26,171 0.2 119,123 0.4 

経常利益 1,609,698 10.1 812,607 6.6 2,021,398 7.8 

特別利益 － － 4,140 0.0 － － 

特別損失 1,128,355 7.1 2,684 0.0 3,463 0.0 

税引前中間(当期)純利益 481,342 3.0 814,062 6.6 2,017,934 7.8 

法人税、住民税及び事業税 622,106 3.9 339,000 2.7 1,039,731 4.0 

法人税等調整額 △ 372,757 △2.3  38,305 0.3 △ 94,355 △0.3 

中間（当期）純利益 231,993 1.4 436,757 3.6 1,072,558 4.1 

前期繰越利益 672,012  282,234  282,234  

過年度税効果調整額 －  24,494  24,494  

税効果会計適用に伴うプログラム等
準備金取崩額 －  226,563  226,563  

中間配当額 －  －  60,450  

中間配当に伴う利益準備金積立額 －  －  6,045  

中間(当期)未処分利益 904,006  970,050  1,539,356  
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中間財務諸表作成の基本となる事項 

期  別 
 
項  目 

当 中 間 期 
自 平成13年 1月 1日 
至 平成13年 6月30日 

１．資産の評価基準及び評価方法  

(1)有価証券 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法にもとづく原価法 

(2)デリバティブ   時価法 

(3)たな卸資産 

 

 (1) 仕掛品 

個別法による原価法 

 (2) 貯蔵品 

最終仕入原価法    

２．固定資産の減価償却の方法  

(1)有形固定資産 

 

定率法によっております。 

ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

 

 ソフトウェア 

  市場販売目的ソフトウェアについては、見込販売数量に基づく

償却額と見込有効期間（5年以内）に基づく均等配分額とのいずれ

か大きい額を計上する方法によっております。また、自社利用目

的ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年

以内）に基づく定額法によっております。 

 ソフトウェア以外 

  定額法によっております。 

３．引当金の計上基準  

(1)貸倒引当金 

 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

 

 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間期

の負担額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

なお会計基準変更時差異（1,827,444千円）については、当期で全

額費用処理することとし、当中間期において総額の2分の1を特別

損失に計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

 

 役員の退職により支給する退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 
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期  別 
 
項  目 

当 中 間 期 
自 平成13年 1月 1日 
至 平成13年 6月30日 

５．その他中間財務諸表作成のための基本

となる事項 

 

消費税等の会計処理   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しており

ます｡なお、仮受消費税等と仮払消費税等を相殺し、その差額は、

流動負債の「その他」に含めております。 

  

 

 

 

（追加情報） 
期  別 

 
項  目 

当 中 間 期 
自 平成13年 1月 1日 
至 平成13年 6月30日 

１．退職給付会計 当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成10年6月16

日））を適用しております。 

  この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用

27,242千円、特別損失913,722千円それぞれ増加するため、経常利

益は27,242千円減少し、税引前中間純利益が940,964千円減少して

おります。 

また、期首の退職給与引当金は、退職給付引当金として表示してお

ります。 

 

２．金融商品会計 当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年1月22

日））を適用し、有価証券及びデリバティブの評価方法、貸倒引

当金の計上基準について変更しております。この結果、従来の方

法によった場合と比較して、経常利益は5,025千円減少し、税引前

中間純利益は25,975千円減少しております。 

また､期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他

有価証券のうち預金と同様の性格を有するものは流動資産の有価

証券として、それ以外は投資有価証券として表示しております。

その結果、流動資産の有価証券は802,792千円減少し、投資有価証

券は同額増加しております。 

 

３．外貨建取引等会計基準 当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取

引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平

成11年10月22日））を適用しております。 

なお、この変更による影響は軽微であります。 
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注 記 事 項 

期  別 
 

項  目 

当 中 間 期 
（平成13年 6月30日現在） 

前 中 間 期 
（平成12年 6月30日現在） 

前  期  
（平成12年12月31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 304,266千円 247,616千円 273,739千円 

２．保証債務       7,388千円 25,120千円 16,254千円 

３．営業外収益のうち重要なもの    

受取利息 2,268千円 982千円 2,171千円 

有価証券利息 1,579千円 647千円 770千円 

受取配当金 14,784千円 3,031千円 3,947千円 

証券投資信託解約益 － 62,041千円 62,041千円 

４．営業外費用のうち重要なもの    

支払利息 2,118千円 6,681千円 17,338千円 

株式上場関係費用 － － 73,963千円 

金利キャップ評価損 15,520千円 － － 

５．特別損失のうち重要なもの    

会計基準変更時差異 913,722千円 － － 

投資有価証券評価損 167,841千円 － － 

ゴルフ会員権評価損 20,950千円 － － 

６．発行済株式数の増加 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・第1回ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝの権利
行使 

発行株式数 額面普通株式 
        14,300株 
1株の発行価額   616円 
1株の資本組入額  308円 
 
 

・第1回ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝの権利
行使 

発行株式数 額面普通株式 
       111,800株 
1株の発行価額   616円 
1株の資本組入額  308円 
 
・株式分割 
額面普通株式1株を1.3株の
割合をもって分割 
株式分割日  

平成12年2月21日 
増加する株式数 

2,299,200株 

・第1回ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝの権利
行使 

発行株式数 額面普通株式 
       197,600株 
1株の発行価額   616円 
1株の資本組入額  308円 
 
・株式分割 
額面普通株式1株を1.3株の
割合をもって分割 
株式分割日  

平成12年2月21日 
増加する株式数 

2,299,200株 
 
・株式上場に伴う公募 
新株発行日  

平成12年10月30日 
発行株式数 額面普通株式 
         600,000株 
1株の発行価格   4,670円 
1株の資本組入額  2,201円 
払込金額の総額 

2,640,600千円 
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（リース取引関係）   

当 中 間 期 
自 平成13年 1月 1日 
至 平成13年 6月30日 

前 中 間 期 
自 平成12年 1月 1日 
至 平成12年 6月30日 

前    期 
自 平成12年 1月 1日 
至 平成12年12月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス･リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

     1年内          379,090千円 

     1年超       511,488千円 

     合 計          890,578千円  
３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額       

  支払リース料      224,719千円 

  減価償却費相当額  205,609千円 

  支払利息相当額     17,721千円  
４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 (1)減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法により

算定しております。 

 (2)利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に  

ついては、利息法によっており

ます。 
 
オペレーティングリース取引 

 未経過リース料 

1年内          1,200千円 

    1年超        －千円 

      合 計          1,200千円 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス･リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

 

２．未経過リース料中間期末残高相
当額 

     1年内          361,877千円 

     1年超          562,245千円 

     合 計          924,122千円  
３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額       

  支払リース料       210,331千円 

  減価償却費相当額   192,761千円 

  支払利息相当額      18,066千円  
４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 (1)減価償却費相当額の算定方法 

          同    左 

 

 

(2)利息相当額の算定方法 

          同    左 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス･リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 
     

 1年内          384,724千円 

     1年超          586,028千円 

     合 計          970,753千円  
３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額       

  支払リース料       428,377千円 

  減価償却費相当額   392,697千円 

  支払利息相当額      36,342千円  
４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 (1)減価償却費相当額の算定方法 

          同    左 

 

 

 (2)利息相当額の算定方法 

        同    左 

 

     

 

   
 

 
取得価額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

千円 千円 千円 有 形 
固定資産 1,781,813 920,952 860,860 

無 形 
固定資産 

 
148,220 

 
68,930 

 
79,289 

合 計 1,930,033 989,882 940,150 

 

 
取得価額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

千円 千円 千円 有 形 
固定資産 1,600,712 787,527 813,185 

無 形 
固定資産 

 
155,514 

 
74,694 

 
80,819 

合 計 1,756,226 862,222 894,004 

 

 
取得価額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

千円 千円 千円 有 形 
固定資産 1,718,250 916,775 801,475 

無 形 
固定資産 

 
123,080 

 
63,012 

 
60,067 

合 計 1,841,331 979,788 861,543 

 


